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研究成果の概要（和文）：本研究は、裁判外ワークアウトと倒産手続の連携強化による、事業再生の迅速化・効
率化について、アメリカにおける事前調整型の事業再生の手法を参照することを通じて、検討を試みたものであ
る。
本研究を遂行するにあたり、平成27年9月～平成29年3月にかけて、ウィスコンシン大学ロースクールを研究拠点
として調査研究を実施し、帰国後は、アメリカにおける早期事業再生の手法について検討を進め、論文として取
りまとめるとともに、わが国における、裁判外ワークアウトと倒産手続の連携強化のための方策についても検討
を進め、別途論文として公表した。

研究成果の概要（英文）：This research focuses on the comparison of US and Japanese bankruptcy laws 
in the areas of corporate reorganization from the standpoint of facilitation of corporate 
restructuring. To pursue this research, I stayed at the University of Wisconsin, Law School, as a 
visiting scholar from September 2015 to February 2017 and conducted a comparative examination of 
various systems for early-stage business reconstruction. 
After coming back to Japan, I tried to clarify the essence of the methods of early-stage business 
reconstruction within the U.S. Bankruptcy Laws and I found that the key factors are (a) Pre-packed 
and Pre-arranged Ch 11, (b) early-stage business transfer via Bankruptcy §363 Sales and (c) methods
 of selecting sponsors before commencing legal proceedings. Then, I tried to apply the results of my
 analysis in debates on corporate reorganization in Japan and examined a desirable legal system for 
enabling early-stage business revitalization through the use of out-of-court workouts.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 本研究の開始当初、事業再生に関する世界

的な潮流として、裁判外のワークアウト（私

的整理）の利点を活かし、事業価値の毀損を

避け、早期の事業再建を図る方向での制度改

革が進められており、欧米においては、裁判

外のワークアウトによる合意を法的手続に

おいても尊重する制度が既に活用されてい

るとともに、アジア諸国でも、裁判外のワー

クアウトにおいて法定多数の債権者の同意

が得られた計画を裁判所が認可することに

より発効させ、少数の不同意債権者を拘束す

る制度が相次いで立法されている状況にあ

った。 

 こうした状況の下、わが国においても、法

的倒産手続の前に私的整理を前置し、金融債

権者を中心とする主要債権者との間で再建

の方向性や計画案について一定の合意を形

成するとともに、事前にスポンサー候補も定

めた上で、法的手続を開始し、手続開始後は、

事前の合意を尊重することにより手続の多

くの部分を省略し、法的手続に要する時間・

コストを削減するとともに、早期に法的手続

から離脱することを通じて、再建の実効性を

高めるという、事前調整型の再建手法が注目

を集め、裁判外のワークアウトを活用した、

早期事業再生のための制度を整備する必要

性が認識されるようになっていた。とくに実

務においては、事業再生ＡＤＲにおいて計画

案の多数決による成立を可能とすべきとの

要請が強く、実務家および研究者から成る検

討会が立ち上げられ（「事業再生に関する紛

争解決手続の更なる円滑化に関する検討

会」）、関係省庁等からもオブザーバー参加

を得て、わが国においてこうした手法をとり

得るのかについて、立法を念頭に置いた検討

が開始されていた（その後、平成 27 年 3 月

には、同検討会による検討結果を取りまとめ

た報告書（『事業再生に関する紛争解決手続

の更なる円滑化に関する検討会報告書』（商

事法務研究会）が公表されるとともに、同年

7 月にはその検討結果を広く世に問うシンポ

ジウム（「多数決による事業再生ＡＤＲ」（主

催：事業再生実務家協会））も開催された（研

究代表者は、前者の検討会に委員として参加

するとともに、上記シンポジウムにパネリス

トとして参加する機会を得た）。 

 以上のように、本研究開始当初において

は、わが国においても裁判外のワークアウト

を活用した事業再生の迅速化・効率化に向け

た検討に注目が集まり、その具体的方策につ

いての検討が開始されつつある状況にあっ

たといえる。 

 

２．研究の目的 

上述したように、近時、諸外国において裁判

外のワークアウトを活用した事前調整型の

事業再生手法が活用されるに至っているが、

中でもアメリカにおいては、現行倒産法の制

定時より、プレパッケージ型といわれる手続

開始前に計画案に対する投票まで済ませて

しまう事前調整型の特別手続の利用が可能

とされており、さらに、リーマンショック以

降は、大企業を中心に、いわゆる「363 条セ

ール」を利用した事業譲渡と事前調整型手続

の組み合わせによる早期事業再生手法が活

用されており、判例理論の展開とともに、早

期事業再生を可能とするためのさまざまな

実務上の工夫が試みられている。 

 そこで、本研究においては、裁判外ワーク

アウトの活用による事業再生の迅速化とい

う観点から、アメリカ法における早期事業再

建の手法について、現在の議論状況・実務に

おける運用状況を踏まえて総合的に検討す

ることにより、将来において予想される立法

論、さらには、事業再生の促進に向けた解釈

論・運用論という側面において寄与すること

を目的とするものである。 

 
３．研究の方法 



本研究は、アメリカにおける事前調整型の

事業再建手法を比較研究の対象とし、裁判外

ワークアウトの活用による事業再生の迅速

化という観点から総合的に検討することに

より、わが国における立法論、解釈論への示

唆を得ようとするものである。研究期間は３

年間であり、［第 1期］：文献調査を中心に、

アメリカにおける事前調整型の事業再建手

法の全体像の把握と検討すべき項目の抽出、

［第 2 期］：アメリカを拠点として、文献資

料の収集・分析を進めるとともに、倒産法研

究者、実務家に対するインタビューを実施す

ることにより、現在の議論状況および実務の

運営状況について把握する、［第 3期］：アメ

リカにおける調査研究を踏まえ、アメリカ倒

産法制における早期事業再生の手法に関す

る検討結果を論文として取りまとめるとと

もに、それを参考として、わが国における早

期事業再生のあり方についても検討を進め、

立法論的提言を含む論文として取りまとめ

るという三段階での研究手法によっている。 

各時期における具体的研究内容は以下の

通りである。 

【第 1 期：事前調査・準備期間（平成 27

年 4 月～8 月）】 アメリカにおける事前調

整型の事業再生の手法のアウトラインにつ

いて概括的な分析を試み、アメリカにおける

調査研究の実施にあたり重点的に検討すべ

き点として、①プレパッケージ型手続の運用

状況、②連邦倒産法 363 条セールによる事業

譲渡の仕組み、③手続開始前のスポンサー選

定の手法、④商取引債権の処遇を抽出した。

あわせて、わが国における将来的な制度構想

についても、「事業再生に関する紛争解決手

続のさらなる円滑化に関する検討会」の委員

として検討を進め、その検討結果の一部につ

いて、平成 27 年 7 月に開催されたシンポジ

ウム（「多数決による事業再生ＡＤＲ」（事

業再生実務家協会主催））においてパネリス

トとして参加し報告をした。 

【第 2期：アメリカにおける調査研究（平

成 27 年 9月～平成 29年 3月）】 本務校の

特別研究期間制度を利用し、アメリカのウィ

スコンシン大学ロースクールを研究拠点と

して、文献資料の収集を進めるとともに、同

ロースクールの倒産実務に詳しい研究者か

らのアドバイスを得ながら、連邦倒産法の分

析を進めた。また、倒産実務の運用状況を知

るために、同ロースクールのMegan McDermott

教授の紹介を得て連邦倒産裁判所判事、連邦

管財官にインタビューを行うとともに、シカ

ゴおよびロサンゼルスの法律事務所にビジ

ティング・リサーチャーとして滞在し（シカ

ゴ：平成 28年 5月～6月、ロサンゼルス：平

成 29 年 1 月）、弁護士等の実務家からそれ

ぞれの地域における倒産実務について聞き

取り調査を行うとともに、倒産裁判所を訪問

するなど、倒産実務の運用状況についても調

査を実施した。 

【第 3期：研究成果のとりまとめ（平成 29

年 4 月～）】 1 年半にわたりアメリカにお

いて実施した調査研究を踏まえ、アメリカ法

における事前調整型の再建手続の類型（プレ

パッケージ型手続、およびプレアレンジ型手

続）について分析するとともに、これらと組

み合わせて活用される早期事業再生の手法

として、連邦倒産法 363 条セールによる事業

譲渡、及び、商取引債権（Critical Vendor）

に対する優先弁済の手法を取り上げ、その検

討結果を論文として取りまとめた。また、ア

メリカ法における早期事業再生の手法を参

考としつつ、わが国における、裁判外ワーク

アウトと倒産手続の連携強化のための方策

について検討を進め、その検討結果を論文に

取りまとめて公表した。 

 

４．研究成果 

(1) アメリカにおける早期事業再生の手法

に関する検討結果について、「アメリカにお

ける早期事業再生の手法」（上野泰男先生古



稀祝賀記念論文集『現代民事手続の法理』（弘

文堂、2017）所収）として取りまとめた。 

本論文においては、裁判外での事前調整と

受け皿となる法的手続の連動のあり方につ

いて検討するにあたり、プレパッケージ型手

続およびプレアレンジ型手続が参考になる

と考えられることから、その手続構造と利用

状況について検討した。次いで、早期事業再

生のための有力な手法として活用されてい

る連邦倒産法 363条による事業譲渡（363条

セール）と、その適法性をめぐる判例法理に

ついて取り上げて検討した。その上で、事業

価値の毀損を回避するための商取引債権の

支払いとの関係で、連邦倒産法における商取

引債権者に対する優先弁済をめぐる、判例の

展開と実務における運用状況について分析

を試みたところである。 

以上のアメリカ法についての検討結果か

ら、わが国における早期事業再生に向けた議

論については、以下の示唆が得られる。すな

わち、現在のわが国の議論状況に照らすと、

今後の方向性としては、法的手続の申立前の

段階で、主要債権者（金融債権者）との間で

ＡＤＲ型の事前調整を実施し、主要債権者と

債務者との間で一定の合意が形成された後

に法的手続を開始し、事前調整においてなさ

れた合意を尊重することにより、法的手続の

簡易化を図るとともに、手続開始後の早い段

階で再建計画の認可を得ることを可能とし、

裁判所が関与する法的手続から早期に抜け

出して迅速な再生を目指す手法が有力な選

択肢となっているといえる。このような制度

を構想するにあたっては、本論文おいて検討

した、アメリカにおけるプレアレンジ型を中

心とする事前調整型の再建手続の運用、363

条セールの活用と法的手続の潜脱の問題、お

よび、重要な商取引債権者に対する優先弁済

の正当化根拠とその方式等が参考になると

ともに、今後は、裁判外ワークアウトの活用

による事業再生の迅速化という観点からこ

れらの手法を相互に関連づけて検討してい

くことが必要とされるといえる。 

(2)上述したアメリカにおける早期事業再

生の手法についての検討結果を踏まえ、わが

国における裁判外ワークアウトと倒産手続

の連携強化のための方策について、おもに、

両者の円滑な連携を可能とするための手続

構造を中心に検討を進め、その検討結果を法

律雑誌における特集（法律時報 89巻 12号「事

業再生と倒産手続の現在と将来」）の一部と

して論文（「私的整理と倒産手続の連携強

化」）にまとめ公表した。 

本論文においては、事業再生の手段として

準則型の私的整理が活発に活用されている

反面、裁判上の倒産手続の利用件数が急激に

減少している現状を前提に、私的整理と倒産

手続の関係について、両者はその本質に根ざ

した異なる利点を有しており、相互の利点を

活かし、互いの限界を補完し合う関係の構築

を目指すべきことを指摘した上で、おもに、

私的整理がある程度進行したが、最終的には

債権者全員の同意を得ることができなかっ

た場合の受け皿となる倒産手続のあり方に

ついて、私的整理と倒産手続の連携強化とい

う観点から、その手続構造を中心に検討した

ものである。これにつき、私的整理と倒産手

続の連続性の確保について検討するにあた

っては、対象債権者の範囲の相違という限界

が存在することに留意しつつ、受け皿手続の

在り方を構想するには簡易再生手続を基本

モデルとして検討すべきこと、先行する私的

整理手続における手続実施者等を、移行後の

倒産手続においても監督委員ないし調査委

員として活用すべきこと、債権届出手続の簡

易化をはかるべきこと、債権者への情報提供

手段の拡充をはかる必要があること等を提

案するとともに、計画案に関する制度設計に

ついても検討を試みたところである。 
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